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構造ヘルスモニタリング 

 

1 はじめに 

2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震で多くの人が一斉

に帰宅しようとしたため，幹線道路は大渋滞し，救急車や消防

車も身動きが取れない状態となった 1)。これを契機として，国

や自治体は震災後にできるだけ避難をせずに建物内にとどま

ることを求めている 2)。地震が発生した後も建物内に留まるた

めには，建物の健全性および建物の使用の可否の早期の把握が

必要不可欠であり，損傷の程度を評価しなければならない。 

建物の健全性を判断する方法として，現在は被災建築物応急

危険度判定や構造ヘルスモニタリングシステム（以降，SHM）

などが挙げられるが，それらの方法では，多くの時間や労力，

費用を要する。また，これまで SHM に関して，非接触型セン

サー3)や光ファイバセンサー4)など高精度の外付けセンサーを

対象とした研究が多い。そこで，本報では，センサーの内部で

の演算に使用されるメモリの消費量が小さく，安価な簡易加速

度センサーを対象として建物の損傷評価手法を構築すること

を目的としている。 

本報で想定している簡易加速度センサーは，サーボ型加速度

センサーには分解能等の項目では性能的に及ばないものの，体

感地震の計測制御用としては十分な性能を持ち，小型軽量の特

徴を有している。また，加速度の時刻歴波形を保存，転送する

ことはできないが，スカラー値である加速度最大値や地震の被

害と相関が高いとされる SI 値を演算・保存することが可能で

ある 5)。SI値は，式(1)のように，減衰定数 h = 20%における速

度応答スペクトルの周期 0.1 ~ 2.5秒の面積を積分区間 2.4秒で

割ることにより，構造物の被害と相関のある数値として算出さ

れる 6)。 

 
5.2

1.04.2

1
dTTSSI v  (h = 20%) (1) 

本報では，時刻歴波形を保存せず，かつセンサー間の同期が

取れないが，減衰定数 h = 5%における速度応答スペクトルが最

大値となるときの周期を記録できる簡易加速度センサーが建

物のすべての層に設置されていると想定し，建物の損傷評価手

法を提案する。 

 

 

2 解析概要 

2.1 建物モデル概要 

本報では，共同住宅を想定した高さ 14.3 mの地上 5階と高さ

43.7 mの地上 14階建てのRC造建物（以降，それぞれ 5Model，

14Model）を用いる 7)。それぞれの建物を構造計算プログラムの

RESP-D を用いてモデル化する。図 1 に 5Model の立面図と基

準階平面図を示す。14Modelは5Modelと同じ平面図を有する。

解析対象はX方向とし，5Modelと 14Modelの弾性 1次固有周

期はそれぞれ 0.46秒，0.85秒である。 

 

  

(a) 立面図 (b) 基準階平面図 

図1 5Model概要（単位：m） 

 

図 2 に 5Model と 14Model の X 方向の静的増分解析による

層せん断力 Q と層間変形角 R の関係を示す。荷重は Ai分布を

用いた。図中に各層のいずれかの部材にひび割れが発生した点

（ ）と曲げ降伏が発生した点（ ）を併せて示す。ここで，

各層のいずれかの部材に曲げ降伏が発生した点はRESP-Dで出

力されるが，各層のいずれかの部材にひび割れが発生した点は

静的増分解析の傾きが初めて前ステップの 95%以下となった

点とした。 

 

 

  

(a) 5Model (b) 14Model 

図 2 静的増分解析 
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2.2 多質点せん断モデル化概要 

5Modelと 14ModelのX方向において，部材モデルの静的増

分解析結果をもとに，復元力特性がトリリニアとなる多質点系

せん断モデルに置換する。図 3 (a)，(b) に部材モデルの増分解

析から得られた変形 δ - 荷重 Q 曲線を復元力特性がトリリニ

アとなるせん断モデルに置換する方法を示す。本報では，δ - Q 

曲線において割線剛性が初期剛性に対して指定値（「指定 1」）

以下となった時点の変位より第 1折れ点を決定しており，第 3

折れ点までの包絡曲線がスケルトンカーブの包絡面積と等し

くなるように第 2折れ点を設定する（図 3 (a)）。本報では，「指

定 1」の値は 0.8（図 3 (b)），第 3折れ点の変位を層の階高Hの

1/100 となるように指定している。なお，復元力特性は武田モ

デル，構造減衰は減衰定数 ζ = 0.02の瞬間剛性比例型とする。 

 

  

(a) せん断モデルへの置換 (b) 第1折れ点の指定方法 

図 3 せん断モデル置換概要 

 

2.3 入力地震動概要 

本報で対象とする地震動は，図 4に示す通り，八戸位相と神

戸位相のレベル 2告示波（ART HACHI NS，ART HACHI EW，

ART KOBE NS，ART KOBE EW）に加えて，ランダム位相の告

示波 3つ（ART RAND 01，ART RAND 02，ART RAND 03）の

計 7つとする。これら 7つの地震動を 5Modelには，0.1倍，0.5

倍，1.0 倍，1.2 倍，14Model には，0.1 倍，0.5 倍，1.0 倍，1.2

倍，1.5倍に倍率を変更して入力（以降，本震）した後に，続け

てそれぞれ同じ地震波の 0.1 倍波を入力（以降，余震）する。

図 5に例としてART HACHI NS の本震が 1.0 倍時の入力地震

動の時刻歴加速度波形を示す。 

  

図 4 入力地震動 

 

図 5 入力地震動概要（ART HACHI NS 本震1.0倍時） 

 

3 解析結果 

図 6 (a)，(b)にそれぞれ 5Modelと 14Modelのせん断モデルに

7 つの地震動を入力したときの各倍率での本震における最大層

間変形角の高さ方向分布を示す。図中にそれぞれのせん断モデ

ルの第一折れ点と第二折れ点の高さ方向分布を併せて示す。図 

6 より，すべての地震動で本震が 0.1 倍のとき，各せん断モデ

ルの各質点をつなぐばねのほとんどは最大層間変形角が第一

折れ点を超えておらず，ほぼ弾性域であることが分かる。また，

図 6 (a)の 5Model のせん断モデルにおいて，1.0 倍以上のよう

な大きな倍率の本震を入力したときは最大層間変形角が第二

折れ点を超えるほど大きくなり，塑性化が発生していることが

分かる。一方，図 6 (b)の 14Modelのせん断モデルにおいては，

多くの地震動で本震が 1.5 倍のときに第二折れ点を超えるほど

の最大層間変形角となっていることが分かる。 
 

4 伝達関数に着目した検討 

例として図 7 (a)，(b)にそれぞれ 5Modelと 14Modelのせん断

モデルに ART HACHI NS の本震を入力したときの入力地震動

のフーリエ振幅F(𝑍̈)に対する最上階の質点の応答加速度波形 

 

       

(i) ART HACHI NS (ii) ART HACHI EW (iii) ART HACHI NS (iv) ART HACHI EW (v) ART RAND 01 (vi) ART RAND 02 (vii) ART RAND 03 

(a) 5Modelの高さ方向分布 

       

(i) ART HACHI NS (ii) ART HACHI EW (iii) ART HACHI NS (iv) ART HACHI EW (v) ART RAND 01 (vi) ART RAND 02 (vii) ART RAND 03 

(b) 14Modelの高さ方向分布 

図 6 最大層間変形角の高さ方向分布 
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のフーリエ振幅 F(𝑋̈𝑇)の比（以降，伝達関数）を示す。図中に

は，各建物モデルのせん断モデルの弾性 1次固有振動数 1fe を

示している。図 7より，どちらのモデルでも本震が 0.1倍のと

きは弾性 1次固有振動数 1fe 付近で伝達関数が卓越しているこ

とが分かる（図中 ）。また，本震が 0.5倍以上のときは弾性 1

次固有振動数 1fe 以下で伝達関数が卓越しており（図中 ），入

力地震動の本震の倍率が大きくなるほど，卓越する振動数が低

下していることが分かる。 

図 7中の のように，本震が 0.1倍を入力したときは弾性 1

次固有振動数 1fe 付近，本震が 0.5 倍以上を入力したときは弾

性 1次固有振動数 1fe 以下で伝達関数が最大となったときの振

動数 1f の逆数を伝達関数から推定される弾性一次固有周期 1T

（= 1/1f ）とする。 

 

  

(a) 5Model-最上階 (b) 14Model-最上階 

図 7 伝達関数（ART HACHI NS） 

 

図 8に本震および余震における 1Tである 1Tm および 1Tsの関

係を示す。図 8 より，本震と余震の 1T はほぼ一致しているた

め，本震だけでなく余震からも本

震時の 1Tを推測できる。 

本報では，弾性時（本震 0.1倍

時）の 1Tである 1Teに対する塑性

時（本震 0.5倍以上時）の 1Tであ

る 1Tpの比を λFFT（式(2)），λFFT の

全階の平均値を FFT とし，塑性

時の周期の変化を表す。 

 

図 9に5Modelと14Modelのすべての地震動の各倍率での本

震および余震における λFFT の全階の平均値 FFT と過去に経験

した最大の層塑性率 μ’maxの関係を示す。ここで，μ’maxは，せん

断モデルの復元力特性であるトリリニアの第二折れ点の層間

変形角に対する最大層間変形角の比として算出している。図 9

より，モデルや地震動に関わらず， FFT と μ’max に強い相関が

あり， FFT と μ’max の回帰分析を行うことにより求められた推

定式を式 (3)に示し，式 (3)の曲線を図 9に併せて示す。 

このように，建物に設置されるセンサーから時刻歴波形が得

られる場合，小地震時に対する伝達関数がピークとなるときの

周波数の変化から建物の損傷を推定することができる。本報で

想定しているような時刻歴波形が得られないセンサーを用い

る場合でも λFFT のように建物の損傷を推定することができる

指標を得られないか 5章以降で検討していく。 

 

図 9 FFT λ とμ’maxの関係 

 

5 速度応答スペクトルに着目した検討 

本章では，時刻歴波形が得られない場合でも建物の損傷を推

定することができる指標として速度応答スペクトルが最大値

を記録するときの周期の変化に着目した検討を行う。 

例として図 10 (a)，(b)にそれぞれ 5Modelと 14Modelのせん

断モデルに ART HACHI NS の本震を入力したときの最上階の

質点での減衰定数 h = 5%における周期 2.5秒までの最大値が 1

となるように基準化した速度応答スペクトル Sv’を示す。前述の

通り，SI値は減衰定数 h = 20% における速度応答スペクトルの

周期 0.1 ~ 2.5秒の面積より算出される値であるため，本報にお

いても速度応答スペクトルに関しては周期 2.5 秒までを考える

ものとする。また，様々な減衰定数で検討した結果，減衰定数

h = 5%での速度応答スペクトルが最も建物モデルの周期の変化

を捉えることが可能と判断した。図 10 において，速度応答ス

ペクトルが最大となった点に赤印を示す。また，図中には，各

建物モデルのせん断モデルの弾性 1 次固有周期 1Te を示して

いる。 

図 10 より，どちらのモデルでも入力地震動の本震が 0.1 倍

のときは弾性 1 次固有周期 1Te 付近で速度応答スペクトルが

最大となっていることが分かる。また，本震が 0.5 倍以上のと

きは弾性 1 次固有周期 1Te より大きい値で速度応答スペクト

ルが最大となっており，入力地震動の倍率が大きくなるほど，

速度応答スペクトルが最大となる周期が長くなっていること

が分かる。図 10 中の赤印のように周期 2.5 秒までの速度応答

スペクトルが最大となったときの周期を Tsとする。 
 

 

  

(a) 5Model - 最上階 (b) 14Model - 最上階 

図 10 速度応答スペクトル（ART HACHI NS - h = 5%） 

 

図 8 本震と余震の 1Tの比較 

λFFT = 1Tp / 1Te (2) 

μ'max = 8.4×10-3･exp(3.2･ FFT ) (3) 

𝐹൫𝑋̈𝑇൯/𝐹൫𝑍̈൯ 𝐹൫𝑋̈𝑇൯/𝐹൫𝑍̈൯ 

式(3) 
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6 周期変化の比較 

弾性時（本震倍率 0.1 倍時）の Tsである Tseに対する塑性時

（本震倍率 0.5 倍以上時）の Tsである Tspの比を ΓT と定義し

（式(4)），ΓT は塑性時の周期の変化を表す。 

ΓT = Tsp / Tse (4) 

図 11 に 4 章に示した 5Model と 14Model の全階でのすべて

の地震動の各倍率での本震および余震における ΓTと 1Tの変化

λFFTの関係を示す。図 11より，モデルや地震動，本震や余震に

関わらず，ΓTと λFFTには相関があり，ΓTと λFFTの回帰分析を行

うことにより求められた推定式を式 (5)に示す。 

λFFT = 0.57･exp(0.53･ΓT) (5) 

 
 

図 11 ΓTと λFFTの関係 

 

最終的に式 (5)の ΓT を ΓT の全階の平均値 TΓ を用いて式 

(3)に代入することで式 (6)が得られる。 

μ’max = 8.4×10-3･exp{1.8･exp(0.53･ TΓ )} (6) 

図 12 に 5Model と 14Model のすべての地震動の本震および

余震における ΓT の全階の平均値 TΓ と過去に経験した最大の

最大層塑性率 μ’maxの関係および式 (6)を示す。図 12より，モ

デルや地震動，本震や余震に関わらず， TΓ と μ’maxには強い相

関があり，式 (6)を用いて過去に経験した最大の層塑性率を概

ね推定することができると考えられる。 

時刻歴波形が保存できないセンサーにおいても，減衰定数 h 

= 5%における速度応答スペクトルが最大値を記録するときの

周期をもとに，式 (6)より建物の塑性率を推定することができ

ると考えられる。 

まず，数多くの小地震時の速度応答スペクトルが最大値を記

録するときの周期を保存しておくことで中低層建物の1次固有

周期に近い数値を得ることができる。そして，その数値を基準

とした大地震，もしくは大地震後で塑性化が発生した後に余震

が発生したときの速度応答スペクトルが最大値を記録すると

きの周期から建物の塑性率を推定することができ，建物の健全

性および建物の使用の可否を早期に判断することができると

考えられる。 

 

図 12 TΓ とμ’maxの関係 

 

7 まとめ 

本報では，簡易加速度センサーを用いた建物の損傷評価手法

を構築することを目的とし，RC 中低層の共同住宅を想定した

建物モデルのせん断モデルを用いて地震応答解析を行った。本

報で想定しているセンサーは，時刻歴波形を保存せず，かつセ

ンサー間の同期が取れないが，減衰定数 h = 5% における速度

応答スペクトルが最大値となるときの周期を記録できるもの

とした。そして，小地震時の速度応答スペクトルが最大値を記

録するときの周期を基準とした大地震，もしくは大地震後に余

震が発生したときの速度応答スペクトルが最大となるときの

周期の増加量から建物の塑性率を推定する手法を提案した。 

本報では，板状型の中低層建物の 1方向にのみ地震動を入力

して検討を行ったが，より多くの建物モデルの 2方向に地震動

を入力した場合の検討することが今後の課題である。 
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